（様式４）

	知的障がい者雇用計画書


	当該清掃実施施設で常時雇用されている知的障がい者【１名（うち、重度知的障がい者０名）】の継続雇用について

（いずれかの項目に○印を記入し、継続雇用人数を記入。）

Ａ．継続雇用します【　　人（うち、重度知的障がい者　　人）】
Ｂ．継続雇用しません


地方独立行政法人大阪市民病院機構　理事長　様
令和元年　　月　　日

上記のとおり相違ありません。なお、継続雇用する知的障がい者について、本人が継続雇用を望まなかった場合など提案数に満たない場合は、対象基準日までに確実に充足することとします。また、新たに知的障がい者を採用又は解雇した際には速やかに報告するとともに、新たに就業させる知的障がい者については、障がい者である旨が確認できる書類（写し）を提出します。

商号又は名称 
代　表　者 
　　　　　　　(又は受任者)

の氏名
　　　　
　　　　　　使用印　
（記入上の注意）

①この計画書は、今回の入札に伴い、企業として継続雇用する（新たに雇用・就労されることとなる）知的障がい者の受入対応を把握するためのものです。

②対象者は、常時雇用関係（労働基準法等の関係法令を順守の上、１週間あたりの労働時間が30時間以上で、期間の定めなく雇用される者（有期雇用で雇用期間以降更新する場合を含む。）、かつ労働保険（労災保険・雇用保険）及び社会保険（健康保険・厚生年金保険）の加入を条件とする。）にある者とし、臨時的、又は一時的に雇用された者を除きます。
（その他）

本業務について大阪市民病院機構と契約締結を行った場合、対象基準日までに次に掲げる事項を必ず行うこと。

①本計画書に基づき、現場配置を行う知的障がい者の名簿を提出すること。

②①の名簿記載の者が知的障がい者であることを証する書類を提出すること。(※療育手帳(写)、認定カード（写）等）
③①の名簿記載の者の雇用の事実を証する書類を提出すること。(※雇用契約書(写)、雇い入れ通知書(写)等)

④知的障がい者の新規雇用がある場合は、新規雇用であることを証する書類を提出すること。(※雇用契約書(写)、雇い入れ通知書(写)等)
⑤重度の知的障がい者の雇用がある場合は、障がいが重度であることを証する書類を提出すること。(※療育手帳(写)、認定カード（写）等）
⑥個人情報（被雇用者の氏名等）を含む書類を提出することについて、本人に必ず同意を得ておいてください。
